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ⅳ）ＧＩＳ２次元マップへの、用水供給状況の表示 

 

     用水供給エリアの表示画面を以下に示す。 
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 ２７

うになった。 

 また、３Ｄ動的表示によって、視覚的に理解が促進され、より効果的な可視化ツールとなった。 

 
3) 水利システム性能向上ツール開発 

 水利システムの対策後の再現モデルを構築し、対策の効果について水理解析の結果として表

示する手法を取りまとめた。これによって、性能回復・向上の効果がより明確に把握できるようにな

った。 

 また、３Ｄ動的表示によって、視覚的に理解が促進され、より効果的な可視化ツールとなった。 

 

4) ＧＩＳ利用平面表示ツール 

  受益エリアの地形情報を取得し、ＧＩＳソフトに入力し、地形情報を編集する。幹線水路の非定

常水理解析の結果は、水位・流量データベースとして構築しているので、平面的な水利用性能

を動的表示する手法を策定した。 
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 （２）従来技術との比較 

 １）比較する従来技術 

     水利用性能のリスク評価に係る確立した手法はこれまでない。 

水理解析結果の表示方法としては、水理縦断図や、2 次元グラフ（時間を横軸、水位や

流量を縦軸とする）で表示されてきたが、水理縦断図は基本的に定常流を扱い、２次元

グラフは専門的であり実態が伝わりにくく、今回のように動画や３Ｄ表示として実態をわか

りやすく説明できる可視化手法はない。 

 
 ２）従来技術に対する優位性 

    ①経済性 既存のＧＩＳソフト、３Ｄ動的表示ソフトがあれば活用できるが、新たに購

入する場合でも数十万程度のコストで対応できる。また、従来の水理縦

断図表示や２次元グラフ表示の代わりに動画表示を行うこととなるが、

水理計算のデータベース化、その他の現地調査や水理解析について

は新たな労力負担を伴うものではない。 

       ②工程   水利用性能に付いて、より迅速に理解が得られるため、合意形成にか

かる時間が短縮できる。なお、実施計画書には、ネットワーク可視化ツ

ールと記載したが、今回の技術開発ではそこまで至っていない。 

       ③品質   可視化により視覚的認知性の高い成果品質がえられる。 

       ④安全性 物理的な安全性については全く問題は無い。より正確な理解が得られる

という点においては安全性において優位である。 

       ⑤施工性  （該当無し） 

       ⑥周辺環境への影響 具体的な優位性は明記できないが、可視化により、周辺へ

の環境への影響についても考慮する技術につなげていけることに期待

される。 

２．３ 成果の利用に当たっての適用範囲・留意点 

  
 ・理論的には農業用水路（開水路、管水路の両システム）への適用が可能であるが、本調査研

究の事例地区は、開水路を主体とする地区で実施したため、管水路地区への摘要について

は、様式の修正等が必要になってくると思われるので、今後、事例を集積して検証を進める必

要がある。 

 ・水理解析を行うためには、現地での水理情報、施設情報の収集が必要である。また、３Ｄ動的

表示やＧＩＳ表示には市販のソフトが必要になる。 

 ・今回のツールは、完全に自動化されるまでには至っていない。ステップ毎に作業を伴うので、

使いやすいように今後の改良が必要である。 

 ・今回は可視化により理解を促進するためのツールを示したが、行政機関や施設管理者、農家

等による地域での合意形成が目的であるので、施設管理者や農家の水利用の実感と合致さ

せることが必要である。このため、今回示した様式等をベースとして、地域の実情に合わせて

内能を変更していくことが必要であり、何度も関係者ですりあわせをしながら、地域の実態を反

映する精度を高めていくことが重要である。 

・地域でワークショップを開催し、認識の共有化を図っていくことは有力な手法であると考えられる。

その際、施設管理者や取水・分水操作を行っている農家代表の参画が重要であり、可視化ツ

ールによって得られた動画等を表示して意見交換を行い、その結果を対策工法に反映してい




